
平成２６年（国）第８９５号

平成２７年７月３０日裁決

主文

本件再審査請求を棄却する。

理由

第１　再審査請求の趣旨

再審査請求人（以下「請求人」という。）

の再審査請求の趣旨は、後記第２の３記載

の原処分を取り消し、６５歳に遡って国民

年金法（以下「国年法」という。）による

障害基礎年金の支給を求める、ということ

である。

第２　再審査請求の経過

１　請求人は、厚生年金保険法（以下 ｢厚

年法 ｣ という。）による老齢厚生年金並

びに国年法による老齢基礎年金及び障害

基礎年金の受給権者であるところ、老齢

厚生年金及び老齢基礎年金を選択し、こ

れを受給していた。

２　請求人は、平成○年○月○日（受付）、

国民年金厚生年金保険年金受給選択申出

書（以下 ｢ 選択申出書 ｣ という。）を提

出し、選択申出書備考欄に「６５歳まで

遡及した選択をお願いします」との記載

をしたうえで、基礎年金について、年金

額が多いほうを選択する旨の申出をし

た。

３　厚生労働大臣は、平成○年○月○日付

で、請求人に対し、同年○月から、障害

基礎年金の支給停止を解除し、老齢基礎

年金を支給停止する旨の処分（以下「原

処分」という。）をした。

４　請求人は、原処分を不服とし、○○厚

生局社会保険審査官に対する審査請求を

経て、当審査会に対し、再審査請求をし

た。

その理由は、６５歳に遡って障害基礎

年金に選択替えを求めるということであ

る。

第３　問題点

１　国年法及び厚年法（以下「当該両法」

という。）においては、支給事由の異な

る複数の年金の受給権を有する者は、そ

のうちいずれか一種類の年金を選択して

受給するのが原則とされており、その例

外を認める場合は、当該両法に明文の規

定を設けて、個別にこれを認める仕組み

がとられており、原則として、複数の年

金の受給権を有する者は、その年金が支

給されることとなったときに、すべての

年金を支給停止し、その上で受給権者が

支給を希望するいずれか一種類の年金を

選択する申出により支給停止の解除を行

うこととなる。この選択申出は、いつで

も、将来に向かって撤回することができ

るとされている。ただ、国民年金法等の

一部を改正する法律（平成１６年法律第

１０４号）による当該両法の改正によっ

て、平成１８年４月から、厚年法第４２

条の規定により６５歳以上の者に支給さ

れる老齢厚生年金の受給権者について

は、障害基礎年金との併給を選択するこ

とが可能となった（国年法第２０条、同

法附則第９条の２の４、厚年法第３８条

及び同法附則第１７条参照）。

２　本件の問題点は、上記関係法令の規定

に照らして、請求人の前記第２の４の主

張を理由があるものとして認めることが

できるかどうかである。

第４　当審査会の判断

１　請求人が、障害基礎年金、老齢基礎年

金及び老齢厚生年金の受給権者であり、

請求人が厚生労働大臣に、本件の選択申

出書を提出したのは、平成○年○月○日

であったことについては、本件記録上明

らかであり、当事者間にも争いがないと

認められるところ、原処分は、第３の１

に説示したところにより平成○年○月分

から障害基礎年金の支給停止を解除した

ものであって、上記の関係法令の定めに

則ったものということができる。

２　請求人は、審査請求の趣旨および理

由において、「障害基礎年金の受給権を

持っていましたが、これまで支給停止さ

れていました。それは、年金制度を知ら

せていただけなかったことによります。

そのため、年金事務所に相談に行き、そ



の結果として、平成○年○月に「年金受

給選択申出書」と６５歳からの診断書６

部を提出しました。」「妻が６５歳の時点

で障害基礎年金と老齢厚生年金の受給選

択をした方が年金額が高くなることを、

なぜ知らせていただけなかったのでしょ

うか。また、診断書を送っていただけな

かったのでしょうか。我々素人には、教

えてもらえなければ、分かるはずがあり

ません。」、また、再審査請求の趣旨及び

理由において、「遡って選択替えの検討

をしていただけるということで、６５歳

まで遡って診断書を６部もとりました。

にもかかわらず、なぜ却下されたのか。

却下理由もはっきり書面に明記されてい

ません。却下されるのであれば、なぜ診

断書を６部も取るようなことを依頼され

たのでしょうか。それに対する不服申立

てであったにもかかわらず、なぜこれに

関する審査をしていただけないのでしょ

うか。また、「年金事務所の相談員の方

にも確認していただければと存じます」

と記載したにもかかわらず、何ら現場の

方の声を聞こうとせず、判断されるので

しょうか。」などと、その請求が遅れた

のは、保険者の制度周知の不足によるも

のであり、併せて、年金事務所の対応に

ついて社会保険審査官が判断していない

ことについても、不服の理由として主張

していると解される。

請求人は、このように主張して、有

利な年金選択の申出を遡及して取り扱

い、これに従った年金額を請求人の６５

歳時から支給すべきであるとするのであ

るが、選択申出による支給停止及びその

解除は、その各申出を原因事由とするも

のであるから、その効果は選択申出のな

された時に生じるものと解されるのであ

り、支給停止は、その事由が生じた月の

翌月から始まり、支給停止の解除による

年金の支給も、上記のとおり、解除の申

出のあった月の翌月から始められるので

ある。このように解され、また、前掲の

ような国年法及び厚年法の規定の存する

年金選択に伴う支給停止及びその解除の

効果について、遡及して発生することを

認め得る明文の規定がないにもかかわら

ず、請求人の主張するように本件選択申

出の効果を６５歳到達時に遡及させるこ

とはできない。

また、国年法、厚年法の規定を知らな

かったことを理由に、遡及してその適用

をすることもできない。もとより、年金

制度についての一般的な説明ないし広報

等が請求人に十分に理解されるような形

で行われることが望ましいことはいうま

でもないが、それが十分になされなかっ

たとしても、それをもって保険者に具体

的な注意義務違反を認めることはでき

ず、関係法令の定めに則ってなされた原

処分を違法、不当とすることはできない。

なお、請求人は、年金事務所において、

請求人に対して、遡っての選択替えの検

討のために診断書を６部も提出するよう

に指示があったにもかかわらず、遡って

選択替えがされなかったとも主張してい

るところ、前述のとおり、現行法上、選

択替えの遡及取扱いを認めるような規定

はなく、審理期日における保険者代理人

の陳述によれば、障害基礎年金が有期認

定となって、障害の状態を確認する必要

が生じることを考えての指示であったと

思われるとのことであり、そうであれば

その旨を請求人に対して説明した上で診

断書の提出を求めるべきものということ

はできるが、その適否如何によって、関

係法令の定めに則って行われたと認めら

れる原処分が違法、不当となるものとは

解されない。その余の請求人の主張も採

用することはできない。

３　したがって、原処分は適法かつ妥当で

あってこれを取り消すことはできない。

以上の理由によって、主文のとおり裁決す

る。


